
（普　通　会　計）

R2国調 R2国調

R7住基 H27国調

 歳　　入　　総　　額 Ａ 基準財政収入額

 歳　　出　　総　　額 Ｂ 基準財政需要額

 歳 入 歳 出 差 引　Ａ－Ｂ Ｃ 標準財政規模

 翌年度に繰り越すべき財源 Ｄ 財政力指数 計

 実　質　収　支　Ｃ－Ｄ Ｅ 実質収支比率 92.9%

 単　年　度　収　支 Ｆ 公債費負担比率

 積　　　立　　　金 Ｇ 積立金現在高

 繰　 上　 償　 還 　金 Ｈ （うち財政調整基金）

 積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ （うち減債基金）

 実質単年度収支 Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ Ｊ 地方債現在高 93.3%

（うち臨時財政対策債）

歳入　一般財源等総額

千円

特　　　別　　　職　　　等

経常一般財源比率

100.9

31 986,658千円

22 14,160世帯

33 20,630人

6 184千円

126千円

623千円

19人

※国保会計､介護保険会計、後期高齢者医療会計の収支額は精算額を含めない場合のもの ※一世帯あたり、一人あたりについては、年平均加入世帯数、

　 　 年平均被保険者数をそれぞれ14,460世帯と21,214人で計算

23,191,410 100.0 ▲ 0.6% 99.4% 29.5% 98.0%合 計 64,931,810 100.0 39,658,001 9,377,440 合 計

－

0 － － － － －諸 支 出 金 0 0.0 0 0 旧 法 に よ る 税

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 

－ － －公 債 費 6,178,551 9.5 5,416,093 － 法 定 外 目 的 税職 員 数 (R7.4.1)

1,083,285 4.7 ▲ 0.4%被 保 険 者 一 人 あ た り 費 用

0 － －

99.5% 25.6% 98.3%災 害 復 旧 費 0 0.0 0 － 都 市 計 画 税

99.5% 25.6% 98.4%

被 保 険 者 一 人 あ た り 保 険 税 調 定 額

4,354,479 6.7 1,688,277 1,839,049 法 定 目 的 税 1,152,630

▲ 1.1% 100.0% － 100.0%教 育 費 8,264,212 12.7 5,115,511 2,857,578 入 湯 税

後期高齢者 医療 ― 40,854 348,790 一 世 帯 あ た り 保 険 税 調 定 額 消 防 費

69,345 0.3

-

5.0 ▲ 0.4%

－ － －土 木 費 6,752,567 10.4 3,805,627 3,429,179 法 定 外 普 通 税

－ - － － －

介 護 保 険 ― 218,325 1,669,512 被 保 険 者 数

332,559 0.5 233,390 0 特 別 土 地 保 有 税 0下 水 道 有 575,807 1,818,867 加 入 世 帯 数 商 工 費

0 －

0 － - － － －農 林 水 産 業 費 1,649,677 2.5 511,505 164,901 鉱 産 税

（千円） （千円） （人）

水 道 有 157,298 39,866 普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

0 

－ 95.5%

収 支 額 107,364千円 労 働 費 69,342 0.1 24,342 

8.4 4,683,847 4,502 軽 自 動 車 税 407,356 1.8

－ 100.0%市 た ば こ 税 930,890 4.0 ▲ 0.4% 100.0%

97.4%

公 営 事 業 民 生 費 22,837,735 35.3 12,070,728 25.6% 98.3%

事 業 名
法 適 用
の 有 無

収 支 額
普通会計から
の 繰 入 額

職員数
国 民 健 康 保 険 事 業 衛 生 費 5,444,405 

275,864 固 定 資 産 税 10,465,853 45.1 4.4% 99.5%

4.5% －

97.7%

100.5 100.5 総 務 費 8,694,503 13.4 5,756,367 806,367 法 人 分 1,207,099

個 人 分 9,027,582 38.9 ▲ 7.0% 99.1% 36.3%議 会 費 353,780 0.5 352,314 0 
市 民 税

5.2 7.5%
 ラ ス パ イ レ ス 指 数

令和４年度 令和５年度 令和６年度

566,000 R7.4.1
現 年 滞 納

（千円） (％) （千円） （千円） （千円）

区 分
決 算 額 構 成 比 増 減 率

99.7% 8.8%

徴 収 率

合 計 998 334,545 

R7.4.1
区 分

決 算 額 構 成 比 一 般 財 源 等
決 算 額 の う ち
普 通 建 設 事 業

臨 時 職 員 0 0 － 市 議 会 副 議 長 517,000 

(％) (％) (％) (％) (％)

合 計

39,658,001 

技 能 労 務 職 員 18 5,916 328,667 市 議 会 議 長 598,000 R7.4.1 目 的 別 歳 出 市 税

100.0 33,662,079 100.0 合 計 64,931,810 100.0

335,214 市 議 会 議 員

消 防 職 員 251 82,600 329,084 副 市 長 0.0 

教 育 公 務 員 60 24,130 402,150 教 育 長 659,000 R7.4.1 合 計 68,289,174 

802,000 R7.4.1 うち減収補てん債特例分 0 0.0 0 

101.2%

（人） （千円） （円） （円）
地 方 債 6,281,600 9.2 

改 定 実 施
年 月 日

繰 越 金 2,988,786 4.4 0 0.0 

諸 収 入 2,312,825 3.4 2,672 
職 員 数 A
（ R7.4.1 ）

R7 ． 4 月 分
給 料 総 額 B

一 人 あ た り
支給月 額 B/A

区　　　分

0 

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等 繰 入 金 3,816,295 5.6 0 0.0 

寄 附 金 500,076 0.7 0 0.0 

0.1 

0.0 

一 般 職 員 669 221,899 331,688 市 長 1,056,000 R7.4.1

区 分

R7以降債務負担行為額 16,990,109 千円 財 産 収 入 421,760 0.6 0 0.0 

43,015,365

33,662,079

33,278,403

給 料 （ 報 酬 ）
月 額

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 146,600 0.2 0 0.0 

を除く経常収支比率

21,219,036 千円 県 支 出 金 3,839,397 5.6 0 0.0 失 業 対 策 事 業 費 0 

15.3 0 0.0 災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 

0.0 0 

1,820,112 ▲1,408,271 ▲552,568 63,154,959 千円
37.9 %

国 庫 支 出 金 10,438,283 

0.3 0 

※臨時財政対策債 146,600

1,003,759 2,338,842 2,043,383 1,731,930 千円 将来負担比率 手 数 料 239,782 1,404,601 
減収補てん債特例分 0

0.0 単 独 7,030,908 10.8 

0.9 128,509 

0.0 

内

訳

普 通 建 設 事 業 費 9,377,440 14.4 1,768,720 

0.4 補 助 2,346,532 3.6 364,119 

0 

31,409,664

2,454,511 1,857,981 1,264,489 15,449,332 千円
6.8 %

分 担 金 及 び 負 担 金 1,416,042 2.1 0 

0.0 う ち 人 件 費 395,736 0.6 395,736 経常経費充当
一般財源等額

経常一般財源
等収入額 33,808,679

0 0 0 5,778,273 千円 使 用 料 591,316 

369,360 ▲927,410 226,326 12.6 %     実質公債費比率 交通安全対策特別交付金 12,829 0.0 12,829 

35,430,183 51.9

0.0 - - 前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 

経常収支比率33,518,069 99.5 投 資 的 経 費 9,377,440 14.4 1,768,720 

3,638,594 3,632,392 10.7

398,449 476,334 618,586 0.799（R6-0.798）
-

震 災 復 興 0 

1.2 - - 繰 出 金 4,475,973 6.9 

0 31,409,664 92.9

3,439,862 2,512,452 2,738,778 8.2 %     小 計

3,838,311 2,988,786 3,357,364 33,278,403 千円 連結実質赤字比率 特 別 828,829 

8.0 5,432,360 

6,261,189 9.2 5,432,360 16.1 積 立 金 3,228,859 

11,579 0 0.016.1 投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 225,699 0.4 

1,190,660 3.5

63,534,065 63,602,821 68,289,174 21,564,477 千円
-

地 方 交 付 税

827,878 1.2 827,878 2.5 一 部 事 務 組 合 負 担 金 1,397,309 

5.0 1,893,221 0 0.0

59,695,754 60,614,035 64,931,810 27,030,727 千円 普 通 5,432,360 

収 支 指 標 等 健全化判断比率 法 人 事 業 税 交 付 金 402,459 0.6 4,247,824 12.6

区 分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和６年度 指 数 等 実質赤字比率 地 方 特 例 交 付 金 等

402,459 1.2 補 助 費 等 7,366,247 11.3 6,047,956 

2.2 1,397,309 

0 

47.4 19,795,737 18,036,765 

6,258,197 5,333,439 15.8

自 動 車 税 環 境 性 能 割 74,146 0.1 74,146 0.2 維 持 補 修 費 517,588 

0.0 0 0.0 物 件 費 8,955,293 13.8 

0.8 243,997 159,244 0.5

53.3 

台　　帳 増減率 ▲ 0.71% 広域圏 中部圏 ごみ処理

40,656 0.1 40,656 0.1 小 計 30,784,711 基　　本 R6.1.1 138,963人 指 定 団 体 等 の 状 況 事 務 の 共 同 処 理 の 状 況 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

し尿処理 後期高齢者医療 税務事務 退職手当 自 動 車 取 得 税 交 付 金

0 0 0.077,836 国　調 2.0% 33.5% 64.5% 地 方 消 費 税 交 付 金

1.1 

3,550,717 5.2 3,550,717 10.5 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0 

5,416,093 16.0

増減率 ▲ 1.20% H　27 1,365 22,569 43,376 

271,096 0.4 271,096 0.8 公 債 費 6,178,551 

元 利 償 還 金 6,178,551 9.5 5,416,093 5,416,093 16.0株式等譲渡所得割交付金 375,743 0.5 375,743 

12.0

平成27年 140,303人 1,014 74,955 国　調 1.6% 33.6% 64.8% 配 当 割 交 付 金

0.0 扶 助 費 14,398,280 22.2 5,758,548 4,064,771 22,211 42,809 利 子 割 交 付 金 11,572 0.0 11,572 

9.5 5,416,093 国勢調査

令和２年 138,613人

136.65

R　2 1,090 

住　　民 R7.1.1 137,978人 1,010 

（k㎡） （人） （人）
423,317 1.3 う ち 職 員 給 6,720,998 10.4 

25.3

区　分 第１次 第２次 第３次 地 方 譲 与 税 423,317 0.6 

34.0 22,108,125 65.7 人 件 費 10,207,880 15.7 

5,134,214 5,069,019 15.0

人　　　　　口 面積 人口密度  人口集中
地区人口

産　業　構　造　就　業　人　 口　　（人） 地 方 税 23,191,410 8,621,096 8,555,901 

決　　算　　状　　況 市町村名 桑　名　市
(千円) (％) (千円) (％)

構成比
経常一般財源

等収入額
左の構成比令和６年度 ふりがな く わ な し

交 付 税 種 地 区 分 Ⅰ － ４ 区 分
都道府県名 三　重　県

団体コード ２４２０５５ 市 町 村 類 型 Ⅲ － ２ 歳 入 性 質 別 歳 出

決算額 一 般 財 源 等
経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 等 額

経 常 収 支
比 率区 分

決 算 額 構 成 比

(千円) (％) (千円) (千円) (％)


